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〈論文〉

「教員に必要とされる資質能力」に基づくスタンダー ドの予備的考察

各種審議会の議論や先行事例の検討を通 じて

長谷川哲也
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キー ワー ド: 教員養成スタンダー ド 教員に必要 とされ る資質能力 到達 日標

1 はじめに

本研究では、「教員姜成スタンダー ド」を策定・運

用するための基礎的な研究として、各種審議会の議論

をもとに、教員養成段階で育成すべき資質能力の構造

を明らかにするとともに、先行する大学の事例および

先行研究をもとに、スタンダー ドを策定・運用する際

の課題を明らかにする。

教員をめぐる近年の改革は、養成・採用・研修と

いう教師教育の各段階において、教員の資質能力をい

かに向上させるかということに焦点づけられている。

そのため大学での教員養成課程には、単位さえ揃えれ

ば自動的に教員免許状が取得できるとい う「履修主

義」ではなく、教員としてふさわしい資質能力が育つ

たか否かが問われる「修得主義」への転換が (高旗

2011)、 あるいは実際に「教室で何ができるか」を示

すことが求められている (ダーリングーハモンド&パ

ラッツ ースノーデン編 2009)。 各大学による「教員

養成スタンダー ド」の策定・運用は、大学が「何を教

えるのか」ではなく、学生が教員として「何が身につ

いたのかJや 「何ができるのか」を示すことで、教員

養成課程の質保証を図ろうとする動きと理解すること

ができる。実際に 2000年代中盤からは、教員養成の

質保証を促進するための文部科学省の補助金 (「大

学・大学院における教員養成推進プログラム」)を受

けるなどして、各大学で「教員養成スタンダー ド」の

策定が試みられている (別惣・渡邊編 2012)。 こう

した各大学での取り組みをもとに、研究論文や著作物

が示されたり、シンポジウムが開催されたりするなど、

その成果や課題が徐々に明らかとなってきている。

一方で教員の資質能力をめぐつては、これまでの各

種審議会等でさまざまに議論されており、いわゆる

「ナショナル・スタンダー ド」としての「教員に必要

とされる資質能力」や 「教員養成課程で育成すべき資

質能力Jが度々示されてきた。わが国では全国一律の

教員免許制度をもち、養成された教員はどの都道府県

でも採用されるという制度的背景を鑑みれば、上述の

ように「教員養成スタンダー ド」が各大学レベルで策

定されるとしても、このような「ナショナル・スタン

ダー ドJの枠組みから著しく脱することはできないだ

ろう。その意味おいて、各種審議会の議論を整理し、

「教員に必要とされる資質能力」や 「教員養成課程で

育成すべき資質能力」の構造を把握することは、「教

員養成スタンダー ド」の策定や運用を行 うための基礎

的な研究として位置づくものである。

各種審議会が示した「ナショナル・スタンダー ド」

の議論とともに、2000年代中盤から「教員養成スタ

ンダー ド」のトップランナーたちが残した知見を整理

することは、策定されたスタンダー ドが単に定型化・

形式化され、あるいは質保証のアリバイとされるよう

な方向へと流れないためにも必要不可欠な作業であり、

いわばスタンダー ド策定の「二番手」だからこそでき*静岡大学教育学部附属教育実践総合センター
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る研究といえよう。

そこで本研究では、各種審議会の議論をもとに、養

成段階で育成すべき資質能力を構造的に描き出すとと

もに、先行する大学の事例および先行研究をもとに、

スタンダー ドを策定・運用する際の課題を明らかにす

る。以下、第 2節では、各種審議会の答申をもとに

「教員に必要とされる資質能力」を整理し、その構造

を提示する。続く第 3節では、同じく各種審議会の答

申をもとに「教員養成課程で育成すべき資質能力」を

整理し、その構造を提示する。さらに第 4節では、す

でに「教員養成スタンダー ド」を策定している大学の

事例を検討し、知見を得る。最後に第 5節では、前節

の知見および先行研究の議論から、「教員養成スタン

ダー ド」を策定・運用する際の課題を明らかにする。

2.各種審議会の答申が示す「教員に必要とされる

責質能力」

2-1 基盤としての精神・構えと専門性の強調

戦後、教員に必要とされる資質能力に関する議論で

まず注目するのが、1958年の中央教育審議会 (以下、

中教審)答申「教員養成制度の改善方策について」で

ある。この答申では冒頭に、「教師は教育に対する正

しい使命感と児童生徒に対する深い教育的愛情とを基

盤として、世界的視野に立った人間的国民的一般教養

を備えるとともに、社会の進展に即した専門的lul識と

児童生徒の教育に即した教職漱姜を有しなければなら

ない」と記している。ここで特筆すべきは、教員に必

要とされる資質能力が、「教育に対する正しい使命感

と児童生徒に対する深い教育的愛情」という教職の精

神や構えlllと いった資質能力を基盤としており、その

上で、一般教養・専門的知識・教職教養を有するよう

求めていることである。

次に、教員に必要とされる資質能力に関する議論が

登場するのは、1971年の中教審答申「今後における

学校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策につ

いて」である。この答申では、教員に必要とされる資

質能力を、「教職は、本来極めて高い専F電性を必要と

するものであり、教育者としての基本的な資質の上に、

教育の理念および人間の成長と発達についての深い理

解、教科の内容に関する専門的な学識、さらにそれら

を教育効果として結実させる実践的な指導能力など、

高度の資質と総合的な能力が要求される」としている。

ここでも 58年中教審答申と同じく、「教育者として

の基本的な資質」という表現を用いて精神や構えを基

盤としていることにカロえ、「実践的な指導能力Jと い

う学校現場を想定した資質能力が記載されているr21。

さら1こ 71年中教審答申で注目すべきは、教職が「極

めて高い専門性」を有するとしている点である。この
「専門性」に言及した背景について沖塩 (2011)は、

1966年の ILOと ユネスコによる「教員の地位に関す

る勧告」の存在を指摘しており、教職専門職論の立場

から専門的な知識や技能の重要性を強調しているとい

えよう。こうした 71年中教審答申の流れを受け、

1972年の教育職員養成審議会 (以 下、教養審)建議

「教員養成の改善方策についてJでは、「教職は、教

育者としての使命感と深い教育的愛情を基盤として、

広い一般的教養、教科に関する専門的学力、教育理

念・方法および人間の成長や発達についての深い理解、

すぐれた教育技術などが総合されていることが要請さ

れる高度の専門的職業である」とされている。

以上のように、1970年代までの各種審議会答申で

示された教員に必要とされる資質能力とは、使命感や

教育的愛情といつた精神・構えを基盤としながら、教

職専門職論の立場から専門的な知識や技能を有するこ

とが強調されるという構造であった。

2-2 「実践的指導力」の位置づけの変化

しかしながら 1980年代以降の各種審議会答申では、

上述の「実践的な指導能力Jをめぐる議論に変化がみ

られた。

1987年の教養審答申「教員の資質能力の向上方策

等について」では、教員に必要とされる資質能力につ

いて、「教育者としての使命感、人間の成長・発達に

ついての深い理解、幼児・児童・生徒に対する教育的

愛情、教科等に関する専門的知識、広く豊かな教養、

そしてこれらを基礎 とした実践的指導力が必要であ

るJと 記している。ここで注目すべきは、「実践的指

導力Jの位置づけを含めた、教員に必要とされる資質

能力の構造変化である。58年 中教審答申では「教育

に対する正しい使命感と児童生徒に対する深い教育的

愛情」が、71年中教審答申では「教育者としての基

本的な資質」が、72年教養審建議では「教育者とし

ての使命感と深い教育的愛情」がそれぞれ教員に必要

とされる資質能力の基礎とされ、その一方で「実践的

な指導能力」の位置づけは必ずしも明確ではなかつた。

ところが 87年教養審答申では、教職の精神や構え、

専門的知識、一般的教養という基礎の上に、「実践的

指導力」が位置づけられている。すなわち教員に必要

とされる資質能力の土台部分をめぐり、71年 中教審

答申以前は、資質能力全体を支える基盤として、教職

の精神や構えを位置づけていたのに対して、87年教

養審答申では、「実践的指導力」を支える基盤として、

教職の精神や構え、専門的な知識や技能、および社会

人として求められる資質能力を位置づけているのであ

る。この答申にみられる資質能力の捉え方は、1996

年の中教審答申「21世紀を展望した我が国の教育の

在り方について」でも反映されており、教員に必要と

される資質能力を、「豊かな人間性と専門的な知識・

技術や幅広い教養を基盤 とする実践的な指導力」とし

ている。
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以上のように、1980年代から 1990年代の各種審議

会答申で示された教員に必要とされる資質能力とは、

専門職としての教員に求められる精神や構え、専門的

な知識や技能、および社会人として求められる資質能

力を基盤とし、その上に実際の教育活動で有効な「実

践的指導力」を位置づけるという構造であった0。

2-3 「不易Jと 「流行」の資質能力

一方で 96年中教審答申では、「生きる力」を育む

学校教育を強調するとともに、「特に、今日のいじめ

や登校拒否などの深刻な状況を踏まえるとき、教員一

人一人が子どもの心を理解し、その悩みを受け止めよ

うとする態度を身につけることは極めて重要であると

言わなければならない」として、その時代に応じた資

質能力を有する重要性を示している。この議論を引き

継ぎ、教員に必要とされる資質能力を、これからの時

代の教員に求められる「流行」の資質能力と、いつの

時代の教員にも求められる「不易」の資質能力に区別

して具体的に提示したのが、1997年の教養審第 1次

答申「新たな時代に向けた教員養成の改善方策につい

て」である。

まずこの答申では、いつの時代にも求められる「不

易」の資質能力について、上述した 87年教養審答申

を踏まえた上で、「専門的職業である『教職』に対す

る愛着、誇り、一体感に支えられた知識、技能等の総

体」としている。ここには「実践的指導力Jと いう表

記はみられないものの、注記において 87年教養審答

申の資質能力に関する記述を示していることから、教

職の精神や構え、専門的知識、一般的教養という基礎

の上に、「実践的指導力」が位置づくという構造を継

承しているものと考えられる。次に、これからの時代

に求められる「流行Jの資質能力について、 「まず、

地球や人類の在 り方を自ら考えるとともに、培った幅

広い視野を教育活動に積極的に生かすことが求められ

る。さらに、教員という職業自体が社会的に特に高い

人格・見識を求められる性質のものであることから、

教員は変化の時代を生きる社会人に必要な資質能力を

も十分に兼ね備えていなければならず、これらを前提

に、当然のこととして、教職に直接関わる多様な資質

能力を有することが必要」としている。その上で、具

体的な資質能力として、「地球的視野に立って行動す

るための資質能力J(例えば、豊かな人間性やボラン

ティア精神)、 「変化の時代を生きる社会人に求めら

れる資質能力」 (例 えば、個性や感性、社会性や対人

関係能力、外国語能力やメディアリテラシー)、 「教

員の職務から必然的に求められる資質能力J(例えば、

教職に対する情熱・使命感、教科指導や生徒指導等の

ための知識や技能)を掲げている。加えてこの答申で

は、上述のような様々な資質能力を掲げながらも、す

べての教員が一律に多様な資質能力を高度に身につけ

ることは現実的ではないとして、得意分野を持つ個性

豊かな教員を目指し、学校現場で互いに協働・連携す

ることが重要であると指摘している。

以上のように、1990年代後半の各種審議会答申で

は、これまでに示された教員に必要とされる資質能力

を「不易」なものとして継承しながらも、学校や教員

をめぐる今日的な課題に対応するための資質能力を備

えることが重要であるとし、こうした「流行」の資質

能力を強調するようになっていった。

2‐ 4 「学び続ける教師像」の確立

1997年 から 1999年の 3度にわたる教養審答申以降、

教員に求められる資質能力に関して具体的に言及した

のは、2005年 の中教審答申「新しい時代の義務教育

を創造する」である。この答申では、教員に対する社

会からのゆるぎない信頼を確立するため、優れた教員

が備えるべき要素として、第一に「教職に対する強い

情熱J、 第二に「教育の専門家としての確かな力量」、

第二に「総合的な人間力Jを挙げている。ここでも従

来同様、教職の精神や構え、児童・生徒理解や授業に

関する専門的な知識技能、一般的な社会人として求め

られる豊かな人間性や幅広い教養という構造で説明さ

れる資質能力が求められている。さらに注目すべきは、

「教職に対する強い情熱」として、「変化の著しい社

会や学校や子どもたちに適切に対応するため常に学び

続ける向上,さを持つJと されていることである。これ

は、今 日的な課題に対応するための資質能力として

「常に学び続ける向上心」が重要であることを示して

おり、1990年代後半の中教審答申や教養審答申でも

述べられていた「流行」の資質能力として位置づけら

れている。97年教養審第 1次答申のように、「流

行」の資質能力を細かく具体的には提示していないが、

変化する時代に求められる様々な資質能力を身につけ

る根幹として、「常に学び続ける向上心」を掲げてい

るものと考えられる。

教員の資質能力として 「学び続ける」ことの重要性

を指摘しているのは、その後に出された 2006年 の中

教審答申「今後の教員養成・免許制度の在り方につい

て」や 2012年 の中教審答申「教職生活の全体を通じ

た教員の資質能力の総合的な向上方策について」でも

同様である。まず 06年中教審答申では、97年教養審

第 1次答申が示した教員に求められる資質能力と、05

年中教審答申が示した優れた教員が備えるべき要素を

再掲し、その上で、「教員を取り巻く社会状況が急速

に変化し、学校教育が抱える課題も複雑・多様化する

現在、教員には、不断に最新の専門的知識や指導技術

等を身につけていることが重要となつており、『学び

の精神』がこれまで以上に強く求められているJと し

ている。さらに 12年中教審答申では、「社会の急速

な進展の中で、知識・技能の絶えざる刷新が必要であ

０
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ることから、教員が探究力を持ち、学び続ける存在で

あることが不可欠である (『学び続ける教員像』の確

立)」 としたうえで、o5年 中教審答申とはぼ同様に、

教職に対する使命感や責任感、専門職としての高度な

知識・技能、総合的な人間力の 3点を、教員に必要と

される資質能力として提示している。

以上のように、1990年代後半から重視されてきた、

変化の時代に対応する「流行」の資質能力は、2000

年代以降において、知識や技能を絶えず刷新するため

に学び続ける姿勢に焦点化され、教員は常にそうした

姿勢を備えるべき存在であるという「学び続ける教員

像」の確立が求められるに至っているのである。

2‐ 5 「教員に必要とされる資質能力Jのモデル

ここまで、各種審議会答申で示されている「教員に

必要とされる資質能力Jの構造について述べてきた。

上述の議論をもとに、今日求められる資質能力のモデ

ルを示すと、図表 1のようになる。

まず、必要とされる資質能力の基本的な要素として

は、「教員としての基礎的素養」「社会人としての基

礎的素養J「専門職としての知識・技能」の 3要素が

想定される。 「教員としての基礎的素養Jと は、専P号

職としての教員に求められる精神や構えであり、各種

審議会答申では具体的に、教職に対する使命感や誇り、

子どもに対する愛情や責任感、人間の成長や発達につ

いての深い理解、教育的愛情といった内容が示されて

きた。「社会人としての基礎的素養」とは、一般的な

社会人として求められる資質能力であり、各種審議会

答申では具体的に、豊かな人間性、幅広い教養、コ

ミュニケーション能力、外国語能力、メディアリテラ

シーといつた内容が示されてきた。 「専門職としての

知識・技能」とは、専門職としての教員に求められる

知識や技能であり、各種審議会答申では具体的に、教

職の意義や教員の役割に関する知識、学習指導や授業

づくりのための知識や技能、生徒指導や学級経営に関

する能力といった内容が示されてきた。これら3要素

の延長線上には、05年中教審答申以降に掲げられて

きた優れた教員の要素 (「 教職に対する強い情熱」
「総合的な人間力」「教育の専門家としての確かな力

量」)が位置し、最終的には得意分野を持つ個性豊か

な教員を目指し、学校現場で互いに協働・連携するこ

とが期待される。

さらに、必要とされる資質能力の中心的な柱として、
「学び続ける姿勢」が想定される。これは 90年代後

半から重視されてきた、変化の時代に対応する「流

行」の資質能力であり、必要とされる知識や技能を絶

えず刷新し続ける姿勢をあらわしている。「学び続け

る姿勢」は、急速に進展する社会の中で教員が常に自

図表1 「教員に必要とされる資質能力Jのモデル
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らの専門性に磨きをかけ、専門職としての地位を確立

するための根本的な原理といえる。

3 各種審議会の答申が示す「教員養成課程で育成

すべき資質能力」

3-1 学校種別による資質能力の提示

前節でも示したように、戦後の教員養成に関する議

論でまず注目するのが、1958年の中教審答申「教員

養成制度の改善方策についてJである。この答申では、

育成すべき資質能力として「一般教養、専門学力 (技

能を含む)、 教職教養」の 3つを挙げた上で、教職教

養および専門学力については学校種別によつて相違が

あるとしている。小学校教員では「児童の教育に即す

る教職教養 と全科担当の学力」を、中学校教員では

「生徒の教育に即する教職教養と担当する教科につい

ての学力」を、高等学校教員では「生徒の教育に即す

る教職教養と特に担当教科、科目に対する高度の学

力」を、それぞれ必要としている。こうした資質能力

を育成する機関として、小学校教員の場合は養成を目

的とする大学、中学校教員の場合は養成を目的とする

大学および一般の大学、高等学校教員の場合は主とし

て一般の大学を挙げている。このように、学校種別に

よつて育成すべき資質能力や機関を区別して掲げてい

るのは、続く 1971年の中教審答申「今後における学

校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策につい

て」や、1972年の教養審建議 「教員養成の改善方策

について」でも同様である。

3-2 「実践的指導力」の育成

前節でも述べたように、1970年代以降、教員に必

要とされる資質能力として 「実践的指導力」が提示さ

れたことで、教員養成課程で育成すべき資質能力とし

ても
'実

践的指導力」が記載されることになる。

まず 1986年の臨時教育審議会 (以下、臨教審)答
申「教育改革に関する第二次答申Jでは、教員養成課

程で育成すべき資質能力について、「幅広い人間性、

教科・教職に必要とされる基礎的・理論的内容と採用

後必要とされる実践的指導力の基礎Jと している。こ

こで注目すべきは、養成段階で育成すべきはあくまで

「実践的指導力の基礎Jと している点である。ところ

が翌年の 1987年の教養審答申「教員の資質能力の向

上方策等について」では、大学における教員養成の改

善方策として、実践的指導力の向上を図るためには教

職科目を担当する教員に学校現場での教育経験を有す

る者を活用すべきであるとしている。つまりこの答申

では、いわゆる実務家教員を活用することによつて、

養成段階で「実践的指導力Jを育成するよう求めてい

るのである。

以上のように、1970年代以降、教員に必要とされ

る資質能力として示された「実践的指導力」をめぐり、

1980年代の各種審議会答申では、「実践的指導力の

基礎」から『実践的指導力」そのものを教員養成課程

において育成するよう要請されていくのである141。

3-3 「最小限必要な資質能力」とその中身

これまでの各種審議会の答申が示す「教員養成課程

で育成すべき資質能力Jは抽象度が高く、具体的な資

質能力が明確ではなかった。一方、1997年の教養審

第 1次答申「新たな時代に向けた教員養成の改善方策

について」では、上述の「教員に必要とされる資質能

力」とともに、 「教員養成課程で育成すべき資質能

力」も具体的に提示された。97年教養審第 1次答申

では、教員の生涯にわたり絶えず資質能力の向上が図

られるべきとした上で、特に養成段階では、免許制度

上履修が必要な授業科日の単位取得等を通じて「最小

限必要な資質能力」を身につけさせる過程であるとし

ている。また、この「最小限必要な資質能力Jを 「採

用当初から学級や教科を担任しつつ、教科指導、生徒

指導等の職務を著しい支障が生じることなく実践でき

る資質能力」と定義し、養成段階で教授・指導すべき

内容として、①「教職への志向と一体感の形成J、 ②
「教職に必要な知識及び技能の形成」、③ 「教科等に

関する専門的知識及び技能の形成」という3つの範囲

を掲げている。このうち、 「教職への志向と一体感の

形成」に属する内容や、「教職に必要な知識及び技能

の形成Jの中でも、教材研究、教授法、評価、発達段

階を踏まえた児童生徒の理解などに関わる基礎的な知

識や方法論については、養成段階で確実に習得すべき

としている。また「教科等に関する専門的知識及び技

能の形成」については、単にそれぞれの学問分野の研

究成果や特定の技能の習得にとどまらず、教職に就い

た後も、社会の変化や学問研究の進展等に自ら対応し、

自律的に学習を進めることができる基礎的な能力を養

うことを求めている。以上のような、教員に求められ

る「最小限必要な資質能力Jを育成する段階という教

員養成課程の位置づけは、2005年 の中教審答申「新

しい時代の義務教育を創造するJや 2006年の中教審

答申「今後の教員養成・免許制度の在り方について」

でも引き継がれていく。

このうち特に 06年 中教審答申では、「最小限必要

な資質能力」をめぐって新たな改革の方向性が打ち出

される。この答申では、教員養成課程において「最小

限必要な資質能力」を確実に身につけさせるとともに、

その資質能力の全体を明示的に確認するため、「教職

実践演習」の設置を提言している。さらに「教職実践

演習」では、科目に含めるべき事項として、①使命感

や責任感、教育的愛情等に関する事項、②社会性や対

人関係能力に関する事項、③幼児児童生徒理解や学級

経営等に関する事項、④教科・保育内容等の指導力に

関する事項の 4つが示されている。すなわちこの答申
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では、 「教職実践演習」に含めるべき 4つの事項を
「最小限必要な資質能力Jと して提えていることがわ

かる。

以上のように、97年教養審第 1次答申で示された
「最小限必要な資質能力」は 2000年代以降も引き継

がれており、具体的な中身についても構造自体は似

通つている。例えば、97年教養審第 1次答申の「教

職への志向と一体感」と 06年中教審答申の「使命感

や責任感、教育的愛情」は、ともに教員としての基礎

的な素養を示す項目である。また、97年教養審第 1

次答申の「教職に必要な知識及び技能」「教科等に関

する専門的知識及び技能Jと 06年 中教審答申の「幼

児児童生徒理解や学級経営」 「教科・保育内容等の指

導力」は、ともに専門職としての知識や技能を示す項

目である。このような教員特有の資質能力に加え、97

年教養審第 1次答申では「自律的に学習を進めること

ができる基礎的な能力」が、06年中教審答申では
「社会性や対人関係能力」が、それぞれ示されている。

3-4 「教員養成課程で育成すべき資質能力」のモ

デル

ここまで、各種審議会答申で示されている「教員養

成課程で育成すべき資質能力」の構造について述べて

きた。特に上述の、教員に求められる「最小限必要な

資質能力」の議論をもとにすると、前節で示した「教

員に必要とされる資質能力Jの構造と重ね合わせて捉

えることが可能である。すなわち、まず 「最小限必要

な資質能力」のうち、教職への志向と一体感、使命感

や責任感、教育的愛情といつた項目は、 「教員に必要

とされる資質能力」の「教員としての基礎的素養」に

位置する。次に「最小限必要な資質能力Jの うち、教

職や教科に必要な知識及び技能、幼児児童生徒理解や

学級経営、教科・保育内容等の指導力といつた項目は、
「教員に必要とされる資質能力」の「専門職としての

知識・技能」に位置する。さらに「最小限必要な資質

能力Jの うち、06年 中教審答申で示された社会性や

対人関係能力は、「教員に必要とされる資質能力」の

「社会人としての基礎的素養」に位置する。最後に
「最小限必要な資質能力Jの うち、97年教養審第 1

次答申で示された自律的に学習を進める能力は、「教

員に必要とされる資質能力Jの 「学び続ける姿勢」に

位置する。

以上をもとに、教員養成課程で育成すべき資質能力

のモデルを示すと図表 2の ようになる。当然のことな

がら、 「教員に必要とされる資質能力Jと 「最小限必

要な資質能力」の議論が独立して存在するわけではな

く、資質能力の向上が教職生活全体を通じて図られる

中で、養成段階の役割を明確化し、そこで育成すべき

資質能力を示す必要がある。これを踏まえれば、前節

図表 1の下層部分に図表 2を 「最小限必要な資質能

力Jと して位置づけるとともに、今後はこの構造のも

とで具体的にどういった資質能力を育成すべきかとい

う議論を展開しなければならない。

〓
ｒ

，
市

図表2 「教員養成課程で育成すべき資質能力」のモデル

126



「教員に必要とされる資質能力Jに基づくスタンダー ドの予備的考察

4. 「教員養成課程で育成すべき資質能力」の具体

的事例

ここまでは、各種審議会の答申をもとに、「教員に

必要とされる資質能力」および「教員養成課程で育成

すべき資質能力」の構造を示してきた。一方で、各種

審議会の答申では、いわゆる「ナショナル・ スタン

ダー ド」としての性格が強いためか、資質能力の抽象

度が高く構造的に理解しやすいものの、例えば「教室

で何ができるか」 (ダーリングーハモンド&パラッツ
ースノーデン編 2009)の ような具体性には欠ける議

論が中心であった。こうした各種審議会の答申とは別

に、2000年代中盤からは、各大学で育成を目指す資

質能力や達成すべき目標を検討し、「教員養成スタン

ダー ド」を策定する動きがある。各大学で策定された

「教員養成スタンダード」は多様性に富み、中には育

成すべき資質能力の抽出方法や表現方法などを工夫し、

具体的に議論を展開している事例もみられる。そこで

以下では、「教員養成スタンダー ド」策定の先駆的な

事例として、『教員養成スタンダー ドに基づく教員の

質保証一学生の自己成長を促す全学的学習支援体制の

構築』 鰯1惣・渡邊編 2012)を出版した兵庫教育大

学と、『学びの専門職をめざして一教職課程の意味を

問い直す学生たち』 (福非大学教育地域科学部編

2011)で教員養成の高度化策をまとめた福井大学教育

地域科学部 (以 下、福井大学)を とりあげ、これらの

著作を参照しながら両大学の取り組みを概観するN51。

4‐ 1 兵庫教育大学の事例

兵庫教育大学は、2009年度から20H年度の文部科

学省の「大学教育・学生支援推進事業」に、「スタン

ダー ドに基づく教員養成教育の質保証」というプロ

ジェクトが採択され、①養成段階において育成すべき

到達′点の明確化、②教育課程の順次性・体系性の検証

と実質化、③学生が学習効果をあげるための適切な評

価と学習支援を目的とする教員養成スタンダー ドの策

定が進められた。2012年現在では、小学校版と幼稚

園版の「教員養成スタンダード」が策定・運用されて

いる。

兵庫教育大学では、「養成段階での教員の質保証」

を果たすためには一定の科学的な根拠に基づいてスタ

ンダー ドを策定すべきとして (男1惣・渡邊編 2012)、

2度にわたる実証的な調査を行っている。まず第一次

調査として、近畿圏で働く現職教員や大学教員などを

対象とした質問紙調査を行い、50項 目の資質能力を

抽出している。続く第二次調査では、全国の公立小学

校教員を対象とした質問紙調査を行い、第一次調査で

抽出された 50項 目の妥当性を検討している。こうし

た 2度の調査を経て、50項 目からなる資質能力を図

表 3で示される「学び続ける教師」「教師としての基

本的素養」 「子ども理解に基づく学級経営・生徒指

導」「教科等の指導」「協働・連携」という5つの領

域に構造化し、それを養成段階において育成すべき到

達点として定めている。

図表3 教員養成スタングー ドの構造 (別惣 渡邊編 2012)

ここで、図表 4に示した 「教員養成スタンダー ド

(小学校版)」 の一部から、学生が身につけるべき資

質能力を具体的にみてみよう。例えば「社会人として

の素養」では「言葉づかい、挨拶、礼儀、マナーなど

の社会人としての常識を身につけている」と表現され、
「教師としての素養」では「教師としての使命感を持

ち、その役割と職務内容を理解している」と表現され

ている。また「学級経営」では「学級経営案の意義を

理解し、作成することができる」と表現されている。

子ども理

"に
書づく

学頷経営 生籠指導

注) 別態 置14輛 (2112)よ リー部榊 .
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このように兵庫教育大学が策定したスタンダー ドでは、

「～している」や「～できるJと いった具体的な行動

例で資質能力が表現されており、学校での教育実践に

結びつくような動的な能力観であることがわかる。

4-2 福井大学の事例

福井大学では 2009年以降、①細分化された行動日

標の列記は避ける、②態度に直接働きかけることを避

ける、③現行のカリキュラムを生かすという基本方針

のもと、「教員養成スタンダー ド」の策定が進められ

てきた。福井大学の「教員養成スタンダー ド」は、ス

タンダー ドの背後にある新しい能力観・学習観・評価

観の理論的検討を行つた上で、学校種や教科領域など

に関わらずすべての教員が共通して達成すべき目標を

「<共通>ス タンダー ドJ、 学校種や教科領域ごとに

達成すべき目標を「<領域別>ス タンダー ド」として、

図表 5の ような構造を示 している (八 日・遠藤

2011)。

さらにこの構造に沿つて策定されたスタングー ドは、

単に達成すべき目標のみが記 されているのではなく、

「 【A】 本学部の教員が共有すべき使命」、「【B】 本

学部の学生が目指すべき日標J、 「 【C】 上記の日標

を実現するために学生に保障すべき学習経験J、

「 【D】 証拠となる学習成果物Jさ 「【E】 学習成果物

の評価規準」というように、学部の使命に基づいて到

達すべき目標を設定し、理論的検討をもとに定めた証

拠や評価規準が明示されている。

ここで、図表 6に示した「<共通>ス タンダー ド」

の 「 【B】 本学部の学生が目指すべき目標」を具体的

にみてみよう。例えば「5 担当する教科における重

要な概念と探究の方法を子どもたちが学習していくプ

ロセスを理解しており、子どもたちがそれらを学ぶこ

とで知的・社会的・個性的に発達するよう支援するJ

をみると、教科指導において学年が身につけるべき個

別の知識や技能を明示するのではなく、複数の知識や

技能が組み合わさつて授業や学習の場面で発揮される

総体として教員の資質能力を提えており、①の基本方

針に沿つていることがわかる。このように福井大学で

は、脱文脈的で要素的な知識やスキルの習得に焦点化

されたスタンダー ドに対する批判のもと (人 田・遠藤

2011)、 学校現場の文脈に依存した多様な資質能力の

集合としてスタングー ドを提えている。

中薔0●●Iと 小学競0
教員免辟状を取尋する

図表5 教員養成スタンダー ドの構造 (ノ 日ヽ・遠藤 2012)

4-3 先行事例からみる「教員養成スタンダー ド」

の特徴

兵庫教育大学と福井大学では、スタンダードの捉え

方が異なり、上述のようにそれぞれ独自の特徴をもつ

ている。とはいえ両大学は、単にスタンダー ドを策定

するだけではなく、それを運用させることに成功して

いる貴重な事例である。そこで以下では、両大学の事

例をもとに、運用を可能とするような「教員養成スタ

ンダー ド」の特徴をまとめてみよう。

第一の特徴は、策定されたスタンダー ドの妥当性を

担保するということである。兵庫教育大学では、各種

審議会答申などで示されている「最小限必要な資質能

力」について、十分な科学的根拠に基づいて議論され

るべきとして、現職教員や大学教員を対象とした質問

紙調査を複数回実施することで、抽出された資質能力

を実証的に確認している。また福井大学では、これま

でのスタンダー ドが脱文脈的で要素的な知識やスキル

の習得に矮小化されているとして、スタンダー ドの背

後にある新しい能力観・学習観・評価観の理論的検討

を行つている。両大学では、実証的あるいは理論的と

【B】 本学部の学生が目指すべき目標 (福井大学教育地域科学部編 2011)

学習の専門職として生涯にわたって学び続ける■台を築く。

2 実践コミュニテイの一員として、他者と協働 し、他者の実践事例や自身の実践から学ぶ .

3 活|1的 で協働的な学習を子どもたちが行うことができるよう、適切な学習環境 生活環境をつくりだす。

教科の特性 に応 した問題解 決的 な学 習 を子 どもた ちが行 うことがで きるよ う、教科固有の様 々な方略 を理解 し用い る。

' 
担当する教科における重要な‖念と裸究の方法を子どもたちが学習していくプロセスを理解しており、子どもたちがそれら
を学ぶことで知的 社会的 個性的に発達するよう支援する。

0 担当する教科における重要な経念と探究の方まを理解しており、子どもたちがそれらを意味あるものとして学ぶことがでを
るような経験をつくりだす。

7 致青目的 教育内害 子ども・地燿社会に関する知識に基づいて.教科と教科外活動における長期に渡る探究的な学習を支
える指導と評価の計日を立てる。

3 子どもたちが民主的に集団活動を運営する奥腱的能力を発達させるよう、様々な文化的活動や集団活動をつくりだす。

0 子どもたちが生き方を模索するプロセスを理解しており、平和で民主的な社会のあり方と人間らしい生き方について理解を
深め、個性的に発達するよう支援する。
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「教員に必要とされる資質能力」に基づくスタンダー ドの予備的考察

いうアプローチの違いはあるものの、策定されたスタ

ンダー ドの根拠を丹念に提示している。すなわち、教

員養成の質保証としての説得力をもつためには、学問

的に正当な方法によつて根拠を示し、策定されたスタ

ンダー ドの妥当性を担保することが重要といえる。

第二の特徴は、育成すべき資質能力の構造が示され

ている点である。兵庫教育大学では、スタンダー ドの

内容について学生の理解を深めるためには、単に大量

の資質能力を並列に列挙するのではなく、資質能力を

構造イヒすべきであるとして、図表 3のような 5つの領

域を示している。また福井大学では、学校における教

育実践であれば共通する場面で発揮される資質能力を

「く共通>ス タンダー ド」、各学校段階・教科の教育

実践の場面ごとに発揮される資質能力を「く領域別>
スタンダー ド」として、図表 5の ような構造を示して

いる。こうした事例からわかることは、育成すべき資

質能力がすべて同列に並べられるのではなく、資質能

力の構成要素や、それが発揮される場面によつて、構

造的に捉えることが必要ということである。

第二の特徴は、策定されたスタンダー ドの評価手法

も同時に開発していることである。兵庫教育大学では、
「～している」や 「～できるJと いった具体的な行動

例で資質能力を表現することにより、学生が身につけ

るべき資質能力のイメージを容易にするとともに、資

質能力習得の評価基準が明確になっている。さらに e

―ポー トフォリオ・システムを導入することで、この

基準に沿つて学生が自己評価の内容を入力したり、学

習履歴を蓄積できる仕組みを構築している。また福井

大学では、上述の「 IB】 本学部の学生が目指すべき

目標」を達成するため、新しい能力観・学習観 ,評価

観の理論的検討をもとに、学生に保障すべき学習経験、

証拠となる学習成果物やその評価規準を明示している。

すなわち、両大学におけるスタンダー ドの策定には、

育成を目指す資質能力や達成すべき目標の明確化のみ

ならず、その評価手法を開発することも包含されてい

るのである。

「教員養成スタンダー ドJに対する兵庫教育大学と

福井大学の捉え方はそれぞれ異なる一方、妥当性の担

保、資質能力の構造化、評価手法の開発という共通す

る特徴も見いだされ、これらはスタンダー ドの運用場

面を見据えたときには不可欠といえよう。「教員養成

スタンダー ド」は単に到達目標として策定すればよい

というものではなく、それを運用してはじめて、教員

養成の質保証として機能するものである。

5. おわりに一「教員養成スタンダー ド」の課題

各大学で策定が進められる「教員養成スタンダー

ド」は、大学における教員養成の「質保証」の一端を

担うことが期待されている。本研究ではまず、各種審

議会の答申をもとに、 「教員に必要とされる資質能

力」および「教員養成課程で育成すべき資質能力」の

構造を明らかにし、教員養成の「ナショナル・スタン

ダー ド」のアウトラインを描いた。続く兵庫教育大学

と福井大学の事例検討では、妥当性の担保、資質能力

の構造化、評価手法の開発という特徴を見いだすこと

で、運用場面を想定してスタンダー ドを策定すること

の重要性を指摘した。本研究の冒頭でも示したように、

全国一律の教員免許制度という背景を鑑みれば、「ナ

ショナル・スタンダー ド」の枠組みから著しく脱する

ことなく、実際に運用して効果が発揮できる「教員養

成スタンダー ド」を策定することが、各大学には求め

られている。その意味では、第 3節で示した図表 2の

「ナショナル・スタンダー ド」の枠組みに従い、調査

研究に基づいて妥当性を担保しながら育成すべき資質

能力を抽出するとともに、それを評価するための仕組

みを開発することが必要となるだろう。

さらに教員養成の質保証として「教員養成スタン

ダー ド」が機能するためには、それを達成するための

条件を整えなければならない。石井 (2011)に よれば、

スタンダー ドの概念には、教えるべき知識・技能や能

力を定めた「内容スタンダー ド」、この「内容スタン

グー ド」の評価基準を定めた「パフォーマンス・スタ

ンダー ド」、さらに「内容スタンダー ドJの達成に必

要な条件や資源が学習者に提供されているかどうかを

問う基準を定めた「学習機会スタンダー ド」があると

いう。このような石井の指摘から、「内容スタンダー

ド」として身につけるべき資質能力を明らかにし、

「パフォーマンス・スタンダー ド」として評価基準を

精緻化するとともに、学習環境の整備や人的・物的資

源の活用などを含めた「学習機会スタンダ十 ド」をい

かに構築するかということが、教員養成の質を保証す

る上では重要となる。すなわち、 「教員養成スタン

ダー ド」の策定にあたつては、 「何が身についたの

か」や 「何ができるのか」の内容や基準にとかく目を

奪われがちではあるが、その後の運用を見越したとき、

結局は「何を、どのように教えるのか」という課題に

も向き合わなければならない。

それでは、「学習機会スタンダー ド」を構築する上

で、具体的に何を考慮すべきであろうか。最後にこの

点について確認しておこう。静岡大学における「教員

姜成スタンダー ドJ策定上の課題について検討した望

月・村山 (2011)で は、例えば、学生の学習支援、教

員養成カリキュラム、教職実践演習を考慮すべき視点

として提示している。まず学生の学習支援について、

学生の主体的な学習を促進するためには、大学による

評価の規準としての「教員養成スタンダー ド」ではな

く、学生自身の学習目標あるいは自己評価の指標とし

ての「教員養成スタンダー ド」であるべきとしている。

また教員養成カリキュラムについて、教育職員免許法

等の法令によってカリキュラムの大枠は定められてい
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るものの、到達目標 としての 「教員養成スタンダー

ド」を達成するためには、教員養成教育に対する大学

自身の学術的知見から、主体的に教育改善に取り組む

ことが重要であるとしている。さらに4年次後期で実

施される教職実践演習について、1年次からの体系

的・継続的な学びの履歴である履修カルテに「教員養

成スタンダー ド」を反映させ、それを教職実践演習で

活用することで、教員養成の質保証としての役割を果

たすべきとしている。

以上、望月・村山 (2011)の指摘からは、「教員養

成スタンダー ド」として到達目標や評価基準を明示す

るだけではなく、実際に成長する学生の側からそれを

位置づけ、アカデミックな場としての大学が主体性を

発揮しながら、具体的な教育改善へと結びつけていく

という、幅広い視野のもとでスタンダー ドを策定・運

用する重要性が示唆されるのである。もちろんこうし

た視点は一つの例示であり、具体的に「学習機会スタ

ンダー ドJを構築するためには、建学理念 (ミ ッショ

ン)や保有資源、あるいは位置する地域環境など、各

大学固有の状況を反映させる必要があるだろう。

[注]

(ll本研究では、各種審議会の答申等で示されている

「使命感Jや 「愛情」などの資質能力を「精神・

構えJと表現しているが、この表現については別

途議論が必要であろう。例えば、米国の認証評価

機関である NCATEや INTASCの スタンダー ドには

「dispOsition」 という語が用いられており、性

向 (伽泰 2012)や態度 (別惣・渡邊編 2012)と

訳されている。

(2)吉岡・人木 (2007)に よれば、教員の「実践的指

導力と使命感Jを強調する教職観は、この 71年

中教審答申および 72年教養審建議の段階で実質

的に示された。

(3)ただし、2012年 の中教審答申「教職生活の全体

を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策につ

いてJでは、「専門職 としての高度な知識・技

能Jの一つとして「新たな学びを展開できる実践

的指導力」を位置づけており、今後 「実践的指導

力」をめぐる議論が変化する可能性もある。

(4)1970年代から 1980年代の各種審議会答申で示さ

れた「実践的指導力Jが、次第に養成段階で育成

するよう求められていることは、吉岡 ,人木

(2007)や瀧本・吉岡 (2009)で も示されている。

(5)筆者らは、兵庫教育大学と福井大学における「教

員養成スタンダー ドJの策定・運用の状況を把握

するため、2012年 H月 に兵庫教育大学へ、2013

年 3月 に福井大学へ、それぞれ聞き取り調査を実

施した。そこで得られた知見については、別稿に

譲ることとする。
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